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研究成果の概要（和文）：本研究は、産業クラスター論（Industrial Clustering）に関する理論
的・実証的検討を踏まえて、食料安全保障と持続可能な農業開発を実現するための方策につい

て総合的な分析を行った。その結果、持続可能な農業開発の実現には、産業クラスター（イノ

ベーション）、コミュニティ開発（QOLの向上）、都市・地域計画（物的基盤整備）、戦略的マ
ーケティングプランニング（魅力づくり）を統合した「戦略的地域農業開発」のアプローチが

必要なことを明らかとなった。 
  
研究成果の概要（英文）： 
This research synthetically conducted an analysis of the measures for realizing food 
security and sustainable agricultural development based on the theoretical and the 
empirical examinations on the Industrial Clustering. As a result, it is clarified that a 
synthetic approach of "strategic regional agriculture development" that unified the 
Industrial Clustering (innovation creation), the Community Development (QOL 
improvement), the Urban Planning (infrastructure improvement), and the Strategic 
Marketing Planning (attractiveness formation) is required. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2010年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

2011年度 900,000 270,000 1,170,000 

2012年度 800,000 240,000 1,040,000 

 

 

総 計 2,800,000 840,000 3,640,000 

 
研究分野：農学 
科研費の分科・細目：農学・農業経済学 
キーワード：産業クラスター、食料安全保障、持続可能な農業・農村開発、戦略的地域農業開

発 
 
１．研究開始当初の背景 
産業クラスターは、産業集積を契機として
イノベーションを誘発し、競争力の向上を実
現するものであり、1990 年代以降、クラス
ター戦略（産業クラスターの形成によって地
域経済を発展させる開発戦略）が、世界各地
で急速に導入されている。北東アジア地域は、

経済発展度の違いや社会・文化に関する地域
性が大きいながらも経済の相互依存関係が
深化し、食料安全保障、食品安全性、食料消
費の多様化、農村の貧困問題、国際競争の激
化など、高度で複雑化した問題に直面してい
る。とりわけ、食料安全保障と持続可能な農
村開発は、同地域の発展と安定を左右する重
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要な問題となっているが、国際食料産業クラ
スターを戦略的に形成し、その直接的・間接
的効果を通じて、これらの課題の解決に応用
する可能性を見出すことができる。 
従来のクラスター戦略研究は、理論、実証、
実践の各段階で問題を抱えており、食料安全
保障や農村開発などの課題に対してクラス
ター戦略を有効に機能させるには、クラスタ
ーの発展と競争力向上の中心的要素である
「クラスター・イニシアティブ」（クラスタ
ーを形成する企業、政府、研究機関に関わる
地域内の団体の発展と競争力向上を目指す
組織的な活動）に焦点を当てた研究が不可欠
である。近年のクラスター・イニシアティブ
の研究は、クラスターを「初期条件」「目的」
「プロセス」「成果」の相互関係によって捉
え、成果の発現要因の解明を重視しており、
北アメリカやヨーロッパを中心に国際的な
研究が進められている。しかしながら、アジ
ア地域におけるリージョナル・クラスターを
対象とする研究は遅れている。 
 そこで、本研究開始当初の狙いは、従来独
立して進められる傾向が強かった「食料産業
クラスター」研究、「食料安全保障」研究、「農
村開発」研究の成果を基礎とし、「クラスタ
ー・イニシアティブ」概念によって諸研究を
統合し、「国際食料産業クラスター論」の視
点から研究を遂行しようとするものである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、国際食料産業クラスター戦略に
よって、食料安全保障と持続可能な農業・農
村開発を実現するための理論的・実証的研究
を行う。「クラスター・イニシアティブ」を
キーワードとして、食料産業のイノベーショ
ン、持続可能な農村開発、食料安全保障を地
域経済圏内において一体的に実現すること
を目指す統一的枠組みを構築し、i)食料産業
クラスターのメカニズム、ii)食料産業にお
ける海外直接投資と技術革新、iii)社会・経
済・文化的地域性、iv)クラスター戦略によ
る農業農村開発等の幅広い問題領域を、統一
的に研究することを目的とする。 

 
３．研究の方法 
 定性的・定量的な分析手法を補完的に用い
て、国際食料産業クラスターの展開と新産業
の創造過程に関する分析、農業・農村開発に
関する分析に関する分析を行うとともに、そ
の総合化を行う。 
 
４．研究成果 
（１）理論面 
①協調優位戦略と知識創造 
理論面においては、空間経済学、知識創造
論、ネットワーク論、ライフ・サイクル論な
どの研究成果に立脚しつつ、国際食料産業ク

ラスター戦略の基礎となる理論的な分析枠
組みについて考察を行った。 
具体的には、多様な主体の連携(ネットワ
ーク形成)による知識創造を通じたイノベー
シ ョ ン の 誘 発 に 着 目 し 、 協 調 優 位
（Collaborative Advantage）戦略の経済理
論的基礎を明らかにした。すなわち、協調優
位戦略とは、「知識創造ポテンシャル」の便
益の最大化とガバナンスの費用（広義の取引
費用）の最小化を通じて、効果（便益－費用）
を最大化する戦略である。協調優位は、企業
や地域の間で戦略的な連携やネットワーク
を形成し、協調しつつ競争することによって、
より大きな成果が得られる原理であり、従来
の経済学が基礎とする比較優位や競争優位
の原理からのパラダイムシフトであり、特に
持続可能な発展に寄与すると考える。 
ここで、「知識創造ポテンシャル」とは、
主体間（産業間）のライフサイクル、知識の
量と質（異質性）、そしてネットワーク近接
性（地理・技術・制度・組織・社会）によっ
て規定され、イノベーションの誘発もこれら
に大きく影響される（図１、図２を参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．産業の連携による知識創造ポテンシャル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図２．産業の連携による知識創造ポテンシャル 
 
そしてガバナンスの費用は、取引費用論、
エージェンシー論、所有権の理論の３つの視
点 から以下のように整理することができる。
第１に、クラスター形成のための合意形成費
用という狭義の取引費用である。第２に、モ
ラル・ハザードなどの情報の非対称性に基づ
くプリンシパル・エージェント問題の抑制に
必要となるルール作成や履行強制に要する
費用である。第３に、創造された知識の所有
権の規定と運用を通じて、フリーライドの問
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題を防ぎつつ、知識の創造とスピルオーバー
を促進するのに要する費用である。 
したがって、協調優位戦略の策定に当たっ
ては、多様な主体の競争と協調によるイノベ
ーションの誘発と持続可能な地域発展に向
けて、ガバナンスの費用を最小化しつつ、知
識創造活動を促進するためのインセンティ
ブ・メカニズムの設計が必要となる。 
 
②食料安全保障と協調優位戦略 
グローバリゼーションとは、社会的あるい
は経済的なつながりが、旧来の国家や地域な
どの境界を越えて、地球規模に拡大して様々
な変化を惹き起こす現象である。グローバリ
ゼーションは、食料に関して新たな問題を発
生させるものの、同時に有効な解決策を提示
していると考えられる。地球レベルの問題で
ある人口問題、貧困問題、環境問題の解決が
必要とされる中で、食の国際的な相互依存関
係の高まりは、貿易摩擦、食品の安全性に関
わる問題などを生じさせる可能性はあるが、
食料援助、国際農業協力、バイオテクノロジ
ーに関わる研究・開発や技術移転、共通政策
の実施などは、これらの問題の解消にも役立
つ可能性がある。 
ここでは食料安全保障を、先進国と途上国
から構成される地球全体の問題として考え
る。図 3は、当初、食料安全保障の最低水準
を先進国は満たしているが、途上国は満たし
ていない（A）。途上国の経済が成長すること
によって、途上国の食料安全保障水準は改善
される（B）。しかし、同一の技術水準で、途
上国と先進国の食料安全保障に関する連携
関係がない場合、このことが先進国の食料安
全保障水準を低下させ、さらに Cの状態に進
む恐れがある。ここで互いの連携を形成し、
先進国と途上国の関係をトレードオフの関
係を脱し、補完的な関係に転換することがで
きれば、両者の食料安全保障水準が改善され
る Dの状態に達することが可能となる。さら
に、食料安全保障の理想的な状態（点 P）が、
協調的関係に基づくイノベーションによっ
て実現されると考えられる。 

 

図 3．食料安全保障と協調優位戦略 

 
したがって、クラスター形成による協調優
位戦略は、今日のグローバリゼーション下の
食料安全保障や持続可能な地域発展のため
の最も有力な戦略となり得るものであり、従
来の食料自給率に傾斜した食料安全保障の
議論や戦略なき地域開発の議論を前進させ
ることができるものと考える。 
以下の実証分析では、これらの理論的枠組
みに基づいた分析を行い、その有効性を検討
すると同時に、理論の拡張可能性を考察する。 
 
（２）国際食料産業クラスターの展開 
①国際フードシステムの形成 
主に 2000 年以降における農産物・食品に
関する国際貿易の動向と海外直接投資の動
向に関する統計分析、経済連携協定等の貿易
制度の動向把握を行った。 
具体的には、最新のアジア国際産業連関表
を利用し、農業部門と食品製造業部門を統合
した食料産業を対象として、農業と食品製造
業の工程間分業、農業部門の中間財の差別化
タイプを識別可能な貿易指標を考案（国際貿
易を 8類型化）して、国際フードシステムを
めぐる貿易パターンの把握を行った。その結
果、2000 年から 2005 年における東アジアの
フードシステムの変化は中国の WTO加盟と中
国と ASEAN間の自由貿易協定を背景とした工
程間分業を伴って生じていることを明らか
にした。 
 
②新潟県の健康産業クラスター 
新産業創出の事例として健康産業クラス
ターの形成が進められている新潟県を事例
に、立地要因と取引関係、企業戦略に着目し、
社会ネットワークの分析を通じてクラスタ
ー内の協調・競争構造の解明とコア企業の特
定化を行った。さらに、食品製造業を中心と
したコア企業の経営戦略と北東アジアにお
ける国際食料産業クラスター形成の萌芽期
の動態を明らかにした。 
具体的には、新潟県健康ビジネス協議会の
会員企業を対象とした分析からクラスター
形成の初期段階における制度的条件の整備
と政策支援策の実態を明らかにした。また、
健康産業クラスターのコア企業である食品
製造業を対象に、その取引ネットワークを分
析した結果、知識や情報の流通や生産活動に
おいて効率的なスモールワールド型のネッ
トワークの存在は確認されなかった。しかし
ながら、そのグループ化を行った結果、食料
サブ・クラスターにおけるコア企業がローカ
ルに立地しながらも国内の首都圏市場に商
品を販売すると同時に、海外市場へも展開す
るグローカル企業であり、競争と協力を通じ
て食品産業の魅力を高めると同時に、国民の
健康ニーズをとらえて、健康産業の創出を行
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っていることを明らかにした。 
 
（３）農業・農村開発とイノベーション 
農業農村開発に関する分析では、人的資源
を含む地域資源の有効利用と管理および地
域の魅力創造を通じたイノベーションの誘
発効果に着目した分析を展開した。 
 
①農業・農村の魅力形成とコミュニティ 
新潟県聖籠町の住民の意識に対するアン
ケート調査の結果を利用し、テキストマイニ
ングによるまちの魅力の抽出し、SEM:構造方
程式モデリング（ Structural Equation 
Modeling）を用いて町農業の魅力形成要因と
形成過程を明らかにした。以上を通じて、地
域農業の魅力向上の方策を検討した。 
具体的には、多面的機能をはじめとする農
業の役割に対する認識が変化する中、農業の
魅力発見において、従来のまちづくりにおけ
るアプローチの総合化が求められているこ
と、地域空間を経済活動だけでなく、社会
的・歴史的・文化的な場所として捉えること
が必要なことを指摘した。また、町住民にと
っては、農業の魅力は町の魅力の一つであり、
住民の間において魅力の捉え方の共通点と
相違点があることが明らかとなった。その違
いは、住民の異なる属性によるものから、農
産物消費への嗜好や農業に対する認知度等
まで、多様な要因によってもたらされている
ことが明らかとなった。したがって、住民の
属性にもとづく画一的なニーズ対応型のま
ちづくりから多様な嗜好やライフスタイル
に配慮したニーズ創出型のまちづくりへの
転換が求められていることを指摘した。 
また、農業関連のコミュニティ・ビジネス
の推進要因（新潟市）に関する実証分析を行
い、地域共有資源や社会関係資本の形成が地
域産業の開発に与える影響を明らかにした。 
 
②農業・農村におけるナレッジマネジメント
と人的資源管理(HRM) 
まず、農業・農村におけるナレッジマネジ
メントの実態を把握するために、農業の経営
継承の事例調査を行い、暗黙知の継承におけ
る「場」の有効性とその機能発現のメカニズ
ムを明らかにした。また、農業経営における
組織学習の事例分析を通じて、地域のクラス
ター形成・成長と人的資源開発の間における
相互循環との関係を考察した。 
次に、農業の競争力向上における人的資源
管理（HRM）問題の論点整理を行い、農業法
人における HRMのメカニズムとその成果に関
する実証分析を行った。 
 
（４）政策展望：国際協力と食料政策 
①農学国際協力における知識のガバナンス 
 国際フードシステム論の視点から、農学国

際協力における知識創造の可能性と課題を
考察し、その政策的含意の導出を試みた。 
まず、今日の農学の研究・教育活動をめぐ
る社会・経済的環境の変化として、グローバ
リゼーションの進展と IT の革新・普及の影
響を受け、経済活動の国際化、主体の多様
化・複雑化が進み、知識・技術の更新サイク
ルが急速に短縮化されていることを整理し、
農学の研究・教育活動を担う人材に求められ
る能力・資質の変化を指摘した。 
次に、農学国際協力のメカニズムと効果に
について、協調優位戦略の考えに基づいて考
察した。そして、農学国際協力の意義には、
協力を通じて各研究者・機関において新たな
知識が創造されることにあり、知識創造によ
るイノベーションを通じて農業をめぐる問
題が解決されるという関係が生まれること
で、協力の意味が明確になることを指摘した。 
これらの実現には、研究機関をはじめとす
る関連主体が国際的に競争しつつ協力する
状態、すなわち、同様の関係を有する国際的
な「産業クラスター」におけるイノベーショ
ンの誘発の原理（国際的な協調優位）の枠組
みが有効であると考えられる。 
 
②グローバリゼーション下の食料政策 
3rd OECD Food Chain Network Meeting（2012
年 10 月パリ本部）に参加し、食料政策研究
の最新動向を把握し、グローバリゼーション
下の食料政策のあり方を「協調優位戦略」に
よる国際食料産業クラスター形成の視点か
ら展望した。 
特に、食料政策の最新動向については、米
国の Wholesome Wave Program や国際的な市
民セクターによる Double Pyramid Model の
取組みの特質と課題を整理した上で、日本の
食料政策へ適用可能性と留意点を指摘した。 
また、食品廃棄物（次回テーマ）を含む国
際フードシステムを巡る諸問題に関して、
財・資源の特殊性、主体間の相互作用の観点
から論点整理を試みた。すなわち、食品廃棄
物の問題は、実態のある廃棄物として発生す
る点、様々なステークホルダーが関係する点、
食品という商品の経済学的な品質問題と関
連する点、発生の場所・形態・原因が多様で
ある点などの特質を有している。したがって、
食品廃棄物の問題は、フードシステムの持続
可能性の問題の一つとして捉える必要があ
り、トリプルボトムライン（経済性、環境性、
社会性）による評価が必要であることを指摘
した。 
以上の検討を踏まえ、国際的な公共財供給
としての OECD における議論には、各国の食
料政策について、フードシステムの持続性の
観点から点検（モニタリング）を行い、共通
点と相違点および阻害要因を明らかにする
作業を行い、今後の食料政策の策定と基礎資



 

 

料の提供が期待されていることを指摘した。 
  
（５）研究の展望 
今後の農業・農村開発研究の課題として以
下の点を挙げることができる。 
第 1は、地域的異質性の問題である。いか
にして地域の異質性を的確に捉え，それを政
策の策定とガバナンスに反映させるのかと
いう問題が重要であると考える。 
第 2は、農業・農村開発におけるアメニテ
ィおよび QOL の問題である。日本では、農業
や農地の多面的機能に関する研究は多いも
のの、QOL の観点からの分析は限られている。
日本における農業・農村開発研究にアメニテ
ィや QOLの要因を積極的に取り入れた研究が
求められる。 
第 3は、より有効な農業・農村開発モデル
の創出である。近年の農業・農村を取り巻く
環境の変化は開発モデルに考慮すべき要因
を確実に増加させ、複雑化していると言える
が、その一方では新たな開発モデルを創り出
す可能性も高めていると言える。 
第 4は、農業・農村への捉え方の問題であ
る。すなわち，農業を衰退産業からイノベー
ションを絶えずに引き起こす成長産業とし
て捉え直し、農村を保守的・閉鎖的な社会か
ら知識やイノベーションを創生する開かれ
た「場」として捉え直す必要がある。 
そのためには、個別経済主体におけるイノ
ベーション、知識創造に関する活動やその成
果を把握する研究の蓄積が必要であると考
えられる。 
すなわち、従来の地域経済開発のアプロー
チに戦略的マーケティング・プランニング及
び産業クラスター戦略のアプローチを加え
て、新たに「戦略的地域農業開発」（Strategic 
Regional Agriculture Development:SRAD）
のアプローチ（図 4を参照）が必要であると
考えられる。 

 
 

図 4．戦略的地域農業開発の概念 
 
  SRAD アプローチは、協調優位の原理に基づ

いて、従来のまちづくりにおける都市計画、
コミュニティ開発、戦略的マーケティング・
プランニング、産業クラスター戦略を総合的
に組み合わせたアプローチである。すなわち、
経済学的な思考に基づくと、地域の農業開発
は、空間における様々な財（市場財と非市場
財）やサービスの需給関係の上に成立してお
り、経済主体が空間的財・サービスを空間的
広がりの中で、どのような原理にもとづいて
供給するのかに大きく依存している。 
従来の農業・農村開発においては、競争優
位と比較優位の間のトレードオフ問題を解
決することができなかったが、協調優位の原
理の下では、経済主体が他者との連携やネッ
トワーク形成を通じてイノベーションを引
き起こすことで、競争力が高められ、そのト
レードオフのフロンティアを突破できると
考えられる。 
 したがって、新しい農業・農村開発モデル
を創造するには、これまでに多方面で展開さ
れてきた実証分析の成果を再構築すると同
時に、SRAD アプローチに基づいた実証分析の
蓄積が必要になると考えられる。 
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